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抄録：本研究の目的は宮城県内の曹洞宗寺院について、①過疎地寺院の状況を非過疎地
寺院との比較から把握すること、②檀家数の減少に影響する要因を検討すること
である。調査は、所在地域別に過疎地寺院（128）と非過疎地寺院（265）にわけ
て郵送によるアンケート調査を実施し、最終的に得られた183件（過疎地59、非
過疎地124、回収率46.8％）について分析した。過疎・非過疎の比較では、地域
の産業・経済・人口の変化に違いがみられ、さらに檀家数や葬儀の年間実施回数、
住職の兼職の必要性など、過疎地寺院の状況の厳しさが明らかとなった。檀家数
の変化に影響する要因については、寺院の所在する地域の経済・産業の衰退、震
災による被災、さらに年間の葬儀回数の少なさや住職の兼職の必要性がそれぞれ
マイナスに影響していた。一方で、寺院の地域への開放や離郷檀家への法要の案
内の送付が檀家数の減少を軽減させる可能性を示していた。
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Ⅰ．はじめに
我が国の人口の急速な高齢化と減少、さらには都市部への人口の集中を含め、これらを
背景とする地方の過疎化の問題は深刻を極めている。現在の高齢化率は約28％であり 1 ）、
さらに2019年 4 月時点における年間の総人口の減少は27万人に達している 2 ）。これらの人
口構造の急速な変化は、仏教寺院の運営や、人々の葬儀や先祖供養に対する意識や仏教寺
院との関わりの質の変化に影響を与えていることが考えられる。そのため、このような時
代における今後の寺院のあり方を検討するうえで、寺院のおかれている現状の詳細な把握
と分析が必要である。特に本学が所在する東北地方では、東日本大震災の影響により、人
口減少や過疎化がより深刻さを増している地域が存在する。
本論文は、本学仏教文化研究所が宮城県内の曹洞宗寺院を対象として2019年 3 月に実施
した調査「人口減少時代と寺院の将来像－宮城県曹洞宗寺院をとりまく社会環境の変化と
その対応－」の分析結果の一部を報告するものである。今回は、①非過疎地寺院との比較
による過疎地寺院の運営状況、②檀家数の減少に影響する要因、に焦点を当てた分析結果
について報告する。
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Ⅱ．方法
1．対象
宮城県内の住職不在の寺院を除く全曹洞宗寺院393カ寺を対象とした。また、調査票へ
の回答は、住職又は副住職、もしくはその他寺院の運営状況に詳しい人に依頼した。
2 ．調査方法
本調査は2019年 3 月中旬から 4 月上旬にかけて郵送法による匿名の自記式アンケートを
実施した。また、調査票発送の約 2 週間後に全ての対象寺院に対して、調査の協力のお礼
と再依頼を兼ねた葉書を送付した。
対象寺院は、宮城県の過疎地域促進計画に指定されている過疎地域とそれ以外の地域の
2 つが特定できるよう、それぞれ調査票を色分けした（過疎地128件、非過疎地265件）。
なお、対象寺院へは調査の依頼書において、調査票の色分けによる過疎地域と非過疎地域
の特定を行うことを説明した。過疎地域とは、過疎地域自立促進法において定められた人
口要件や財政力要件に該当する地域のことを示すが、2017年現在、 2 市 5 町（気仙沼市、
栗原市、七ヶ宿町、丸森町、山元町、加美町、南三陸町）及び 3 市（大崎市、登米市、石
巻市）の一部が過疎地域に指定されている 3 ）。本論文では、以下、過疎地域に指定された
地域に所在する寺院を過疎地寺院、それ以外を非過疎地寺院と表記する。
3 ．調査項目
質問内容は、大きく対象寺院の①所在地域の状況、②寺院の運営状況、③葬儀やお墓へ
のニーズの変化と地域貢献の取り組み、④寺院経営、檀家制度に対する意見、の 4 つのパー
トで構成した。その内、本論文の分析で用いた項目は、表 1 に示すとおりである。なお、
調査項目の作成に際して、曹洞宗宗勢総合調査 4 ）および、大谷大学真宗総合研究所が実施
している「新しい時代における寺院のあり方研究」5 ）の一環として実施されているアンケー
ト調査の質問項目の一部を使用している。所在地域の状況には、地域の特徴の他、最近20
年での周辺地域の「産業・経済の変化」及び「人口の変化」、「東日本大震災における被災
状況」が含まれる。運営状況の概要には、「檀家数」「最近20年の檀家数の変化」「年間の葬
儀数」の他、寺院運営を継続するうえでの住職の寺院以外の仕事の必要性等が含まれる。
その他、墓じまいや直葬等の実施状況、離郷した檀家への各種案内の送付、寺院の地域へ
の開放等の項目が含まれる。なお、寺院の地域への開放については、自由記載による回答
を求めた項目である。自由記載のあったものの中から、仏教行事以外で信者以外の人も含
めて広く寺院を開放する活動を「あり」とした。例としては、子供を対象とした座禅の会、
地域のお祭り、地域の会合への会場の提供、各種教室の開催等が含まれる。
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表 1 ：過疎地寺院を取り巻く状況及び運営状況－非過疎地寺院との比較－（n=183）
変数 過疎指定地域（n=59）
非指定地域
（n=124） 検定
a）
地域の特徴（欠損 1 ）
　　農漁山村地域
　　住宅・商業・観光地
57（96.6）
2 （3.4）
84（68.3）
39（31.7）
p<0.001
最近20年での周辺地域の産業・経済の変化（欠損 1 ）
　　大きく衰退
　　やや衰退
　　変わらない
　　やや発展
　　大きく発展
32（54.2）
24（40.7）
2 （3.4）
1 （1.7）
0 （0.0）
33（26.8）
43（35.0）
15（12.2）
23（18.7）
9 （7.3）
（p<0.001）
最近20年での周辺地域の人口の変化
　　大きく減少
　　やや減少
　　変わらない
　　やや増加
　　大きく増加
39（66.1）
18（30.5）
1 （1.7）
1 （1.7）
0 （0.0）
37（29.8）
46（37.1）
15（12.1）
19（15.3）
7 （5.6）
（p<0.001）
所在地域の東日本大震災における被災状況（欠損 1 ）
　　大きな被害を受けた
　　ある程度の被害を受けた
　　あまり被害を受けていない
　　被害を受けていない
18（30.5）
22（37.3）
17（28.8）
2 （3.4）
32（26.0）
61（49.9）
28（22.8）
2 （1.6）
NS
檀家数（欠損 3 ）
　　100戸未満
　　100戸以上150戸未満
　　150戸以上300戸未満
　　300戸以上500戸未満
　　500戸以上
11（18.6）
13（22.0）
19（32.2）
7 （11.9）
9 （15.3）
5 （4.1）
16（13.2）
25（20.7）
32（26.4）
43（35.5）
p<0.001
最近20年での檀家数の変化（欠損 2 ）
　　大きく減少した
　　やや減少した
　　変わらない
　　やや増加した
　　大きく増加した
3 （5.2）
31（53.4）
13（22.4）
10（17.2）
1 （1.7）
7 （5.7）
45（36.6）
22（17.9）
38（30.9）
11（8.9）
NS
年間の葬儀数（欠損 3 ） M=18.64　
SD=18.32
M=26.02　
SD=18.88
p<0.05
住職が寺院以外の仕事をしないで寺院経営が成り立つか（欠損11）
　　成り立たない
　　どちらとも言えない
　　成り立つ
24（42.9）
14（25.0）
18（32.1）
24（20.7）
34（29.3）
58（50.0）
p<0.01
昨年 1 年間の実施の有無（あり）（欠損 2 ）
　　直葬
　　家族のみ葬儀
　　墓の移転
　　墓じまい
4 （6.9）
41（70.7）
30（51.7）
26（44.8）
23（18.7）
104（84.6）
89（72.4）
77（62.6）
p<0.05
p<0.05
p<0.01
p<0.05
信者制度の有無（あり） 9 （15.3） 33（26.6） NS
離郷した檀家への通信（あり）（欠損 3 ）
　　寺報
　　年賀状
　　法要の案内
　　年忌の案内
26（44.1）
22（37.3）
28（47.5）
28（47.5）
54（44.6）
32（26.4）
54（44.6）
52（43）
NS
NS
NS
NS
寺院の地域への開放（あり） 18（30.5） 52（41.9） NS
※ a）「年間の葬儀数」は t 検定を、それ以外の変数はカイ二乗検定を用いた。
※カイ二乗検定の際、空セルはセルの統合を行った上で検定し、検定結果を（）で表示した。
※人数（%）、M平均値、SD標準偏差
※*p<0.05**p<0.01***p<0.001NS有意差なし
東北福祉大学仏教文化研究所紀要　第 1号64
4 ．分析方法
本研究では、①過疎地寺院と非過疎地寺院の運営状況等の比較、②檀家数の変化に関連
する要因の分析を行った。
過疎地と非過疎地の寺院の比較分析には、カテゴリ変数についてはカイ二乗検定を、連
続変数には t 検定を、それぞれ統計的有意差の検定に用いた。
次に、檀家数の変化に関連する要因の分析について、分析の枠組みの設定に Andersen
の行動モデル 6 ）を参考とした。このモデルは、保健医療福祉領域のサービス利用要因を
多元的に説明するため、当該領域の研究で広く活用されている。このモデルは、健康状態
やサービスへの満足度を、「環境要因」、「個人の要因」、「保健行動」との関連から説明し
ている。本研究では、檀家数の変化を説明する要因として、「環境要因」、「寺院の状況」、「寺
院の行動」を設定し、分析の枠組みとした。
分析に際し、従属変数を「最近20年での檀家数の変化」とした。これは、「1. 大きく減
少した」～「 5 ．大きく増加した」の 5 段階で回答者が評価したものを点数化して分析に用
いた。独立変数には、「環境要因」として、過疎地の指定、地域の特徴、産業・経済及び
人口の変化、震災の被災状況を含めた。「寺院の状況」には、檀家数（150戸以上）、年間
の葬儀回数、住職の兼職の必要性を含めた。「寺院の行動」には、信者制度の有無、離郷
した檀家への案内の送付、寺院の地域への開放を含めた。以上の分析枠組で、重回帰分析
による檀家数の変化に関連する要因の分析を行った。その際、変数の選択方式にはステッ
プワイズ法を用い、選択基準を統計的有意差10％未満とした。なお、分析結果における統
計的有意差の判断は 5 ％未満とし、統計分析には SPSSStatisticsver.25を用いた。
5 ．倫理的配慮
本調査は連結不可能な完全匿名調査であるため、該当寺院及び回答者を特定することは
できない。依頼文書及び調査票の説明において、回答は任意であること、調査に協力しな
い場合に何ら不利益を被ることはないこと、回答したくない項目は回答しなくてもよいこ
とを明記した。また、本調査は、東北福祉大学研究倫理委員会の承認を得たうえで実施し
た（申請番号 RS190103）。
Ⅲ．結果
393ヶ寺への郵送に対して、 2 件が宛先不明であったため、最終対象寺院数は391ヶ寺と
なった。返信が得られたのは188件であり、そのうち 5 件がほぼ未記入であったため分析
対象から除外し、最終の回収数は183件（過疎地59件、非過疎地124件）、回収率は46.8％
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であった。対象寺院に対する過疎地寺院と非過疎地寺院の割合はそれぞれ32.2％と67.8％
であったが、回収された調査票の構成割合も32.2％と67.8％で同じであった。回答者の寺
院における役職は88％が住職、4.1％が副住職であり、年齢は平均59.1才（標準偏差12.3）、
26歳から89歳までが含まれていた。以下、①過疎地寺院と非過疎寺院の比較、②檀家数の
変化に関連する要因、の分析結果について述べる。
1 ．過疎地寺院と非過疎地寺院の比較（表 1参照）
（1）地域の特徴
　所在地域の状況については、「地域の特徴」、最近20年での周辺地域の「産業・経済の
変化」「人口の変化」、について過疎地と非過疎地で統計的に有意な差がみられた
（p<0.001）。一方、「所在地域の東日本大震災における被災状況」については、有意な差
はみられなかった。
　過疎地寺院も非過疎地寺院も農漁山村地域が中心となっているが、過疎地の方はほぼ
全数が農漁山村地域であるのに対して、非過疎地は 7 割弱であった。「産業・経済の変
化」では、全体では衰退しているとの回答が中心であるが、比較においては過疎地では
9 割強が「大きく～やや衰退」と回答していたのに対し、非過疎地では 7 割弱が同様の
回答をしていた。「人口の変化」については、こちらも「産業・経済の変化」と同様の
傾向を示していた。一方、「東日本大震災における被災状況」については、両地域とも
6 割以上が「大きな～ある程度の被害を受けた」と回答している。
（2）寺院の運営状況
　「檀家数」（p<0.001）、「年間の葬儀数」（p<0.05）、「住職が寺院以外の仕事をしないで
寺院経営が成り立つか」（p<0.01）の 3 つの項目について、両地域で有意な差がみられ
た。「檀家数」については図 1 に示す通り、過疎地寺院は 4 割が150戸未満、そのうち約
半数が100戸未満であるのに対して、非過疎地寺院では300戸以上が 6 割以上を占めてい
る。「年間の葬儀数」では、過疎地寺院の平均回数が18.6（SD=18.3）であるのに対して、
非過疎地寺院の平均は26.0（SD=18.8）であった。ただし、標準偏差が示す通り回数の
ばらつきが大きいため、カテゴリ変数に変換して図に示した（図 2 ）。これを見ると、
過疎地寺院では、 4 割が年間葬儀数10回未満である一方、約 2 割の寺院が40回以上とな
り、過疎地寺院内でも大きな差がみられた。
　「住職が寺院以外の仕事をしないで寺院経営が成り立つか」については、「成り立たな
い」と回答したのは、過疎地寺院が 4 割強であったのに対して、非過疎地寺院は 2 割で
あった。
　「檀家数の変化」については、統計的に有意な差はみられなかったものの、10％水準
（p=0.06）の確率を示し、両地域では有意に近い傾向の差がみられた。両地域とも 5 割
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以上の寺院が檀家数の減少を感じており、過疎地寺院の方がやや高い割合を示して
いた。
（3）葬儀やお墓へのニーズの変化
　「直葬」（p<0.05）、「家族のみ葬儀」（p<0.05）、「墓の移転」（p<0.05）、「墓じまい」
（p<0.05）の全てにおいて、非過疎地寺院の方が実施寺院の割合が有意に高かった。図
3 に示す通り、「家族のみ葬儀」、「墓の移転」、「墓じまい」は両地域とも 4 割から 7 割
以上の寺院が実施していたのに対して、「直葬」は実施割合が低かった。
（4）寺院の地域への開放等
　「離郷した檀家への通信」、「寺院の地域への開放」、「信者制度」については、いずれ
も両地域に統計的に有意な差はみられなかった。だだし、「信者制度」については、過
図 1 ：檀家数の構成割合－過疎、非過疎地の比較－（n=180）
図 2 ：年間葬儀数構成割合－過疎、非過疎地の比較－（n=180）
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疎地寺院の15％が実施しているのに対して、非過疎地寺院は27％で、統計的に有意に近
い差がみられた（p=0.06）。「離郷した檀家への通信」では、「寺報の送付」、「法要の案
内」、「年忌の案内」について両地域とも 4 割以上が実施していた。「寺院の地域への開
放」については、統計的に有意な差はみられなかったものの、過疎地寺院が 3 割の実施
に対して、非過疎地寺院は 4 割強の実施であった。
2 ．檀家数の変化に関連する要因（表 3）
次に、「檀家数の変化」を従属変数、「環境要因」、「寺院の状況」、「寺院の行動」に分類
した変数群を独立変数とした重回帰分析の結果について述べる。分析に用いた独立変数の
分布は表 2 に示す通りである。
分析の結果、「檀家数の変化」に「環境要因」、「寺院の状況」、「寺院の行動」が関連し
ていた。具体的には「環境要因」については、「周辺地域の産業・経済の変化」と「所在
地域の東日本大震災による被災状況」の 2 つの変数が「檀家数の変化」に関連性を示して
いた。つまり、周辺地域の産業・経済の衰退や震災による被災が檀家数の減少に影響して
いた。
「寺院の状況」については、「年間の葬儀回数」、「寺院運営上の住職の兼職の必要性」が
「檀家数の変化」に関連性を示していた。これは、葬儀の回数が少ないことや、寺院の運
営上住職が兼務する必要があることが、檀家数の減少に影響することを意味する。最後に、
「寺院の行動」については、「離郷した檀家への法要の案内の送付」、「寺院の地域への開放」
が「檀家数の変化」に関連性を示していた。このことは、離郷した檀家へ法要の案内を送
付していることと、寺院を地域に開放している、という行動が檀家数の減少を軽減する影
響を持つことを示す。
図 3 ：直葬、家族のみ葬儀、墓の移転、墓じまいの実施割合－過疎、非過疎地の比較－（n=181）
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Ⅳ．考察
1．寺院運営における過疎化の影響
宮城県内の曹洞宗寺院は、約 8 割が農漁山村地域に所在しており、また、回答者の 7 割
以上が周辺地域の産業・経済の衰退、人口の減少を感じている。さらに、 7 割強が、寺院
の所在地域が東日本大震災による被害を受けていた。これをさらに、過疎地指定の有無で
比較したところ、過疎地寺院はほぼ全寺院が農漁山村地域に所在しているという地域の特
表 2 ：独立変数の分布（n=162）
変数名 平均値 標準偏差
＜環境要因＞
　過疎地指定（あり）
　地域特徴（農漁山村）
　周辺地域の産業・経済の変化（ 5 段階）
　周辺地域の人口の変化（ 5 段階）
　所在地域の東日本大震災による被災状況（ 4 段階）
 0.34
 0.78
 2.12
 2.00
 2.04
 0.48
 0.41
 1.18
 1.13
 0.80
＜寺院の状況＞
　檀家数（150戸以上）
　年間の葬儀回数
　寺院運営上の住職の兼職の必要性
　（どちらとも言えない又は兼職しないで成り立つ）
 0.75
23.68
 0.72
 0.44
19.45
 0.45
＜寺院の行動＞
　信者制度（あり）
　離郷された檀家への送付（あり）
　　　寺報
　　　年賀状
　　　法要の案内
　　　年忌の案内
　寺院の地域への開放（あり）
 0.23
 0.43
 0.30
 0.46
 0.46
 0.40
 0.43
 0.50
 0.46
 0.50
 0.50
 0.49
※上記変数について、 1 つ以上欠損値のあるケースを除外した。
表 3 ：檀家数の変化に関連する要因（n=162）
変数名 標準化係数（β）
＜環境要因＞
　周辺地域の産業・経済の変化（ 5 段階）
　所在地域の東日本大震災による被災状況（ 4 段階）
0.339***
0.146**
＜寺院の状況＞
　年間の葬儀回数
　寺院運営上の住職の兼職の必要性
　（どちらとも言えない又は兼職しないで成り立つ）
0.169*
0.141*
＜寺院の行動＞
　離郷された檀家への法要の案内の送付（あり）
　寺院の地域への開放（あり）
0.187**
0.137*
　決定係数（調整済み R 2 ） 0.332***
※表に示す変数は、ステップワイズ法による重回帰分析で最終的に有意な影響
が認められたものである。
*p<0.05**p<0.01　***p<0.001
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徴を有しており、さらにその所在する地域の近年の変化として、産業・経済の衰退と人口
の減少に、非過疎地寺院より高い割合で直面している。一方で、震災の被害については、
過疎地であるか否かに関わらず、高い割合を示していた。このように、寺院の所在する地
域の状況は、過疎地である方がより深刻な状況にあることが理解できる。
寺院の運営状況については、県内全体で見た場合、約 5 割の寺院が近年の檀家数の減少
を経験している状況にある。しかし、寺院運営の状況を過疎地の有無で比較したところ、
非過疎地寺院に対して、過疎地寺院は檀家数や葬儀数が著しく少なく、さらに 4 割以上が
寺院運営を継続させるために住職の兼職が必要であるとしていることから、過疎地寺院の
より厳しい運営状況が確認できた。
一方で、直葬、家族のみ葬儀、墓の移転、墓じまい、という葬儀形態や墓に関する近年
増加しているニーズについては、県内の多くの寺院が実施している現状があるものの、過
疎地寺院と比べて非過疎地寺院の方がより高い割合で実施していた。これは、葬儀や先祖
供養に対する人々の意識の変化や、家族状況の変化による墓の維持の困難等の問題は、県
内寺院全体の直面している課題であると同時に、過疎地に先行して非過疎地でより身近な
問題となっていることが推測できる。ただし、実施寺院の割合としては非過疎地が高かっ
たが、今回の分析には実施回数や檀家数の規模は考慮に入れていなかった。両地域とも類
似した傾向を示していたことから、檀家数の規模がより少ない過疎地の方がより深刻な状
況にある可能性は否めない。この点については、さらなる検討が求められる。
離郷檀家や地域に対する寺院の取り組みについては、過疎地の有無での比較では違いが
みなれなかった。全体でみた場合、離郷した檀家への法要や年忌の案内等の通信をしてい
る寺院は 4 割強で、半数以上は実施していなかった。また、地域への寺院の開放について
も 4 割弱の寺院が実施しているのみで、 6 割以上の寺院は実施していない現状にあった。
これらの寺院の取り組み状況が、寺院の運営状況、特に檀家数の変化にどのような影響を
もたらすのか興味深いところであり、その点について更なる分析を実施した。
2 ．檀家数の変化に影響する要因
次に、寺院の所在する地域の状況である「環境要因」、「寺院の状況」、寺院の離郷檀家
や地域に対する取り組み状況である「寺院の行動」が、檀家数の増減にどのように影響を
与えているのかについて、さらなる分析を進めた。その結果、檀家数の変化には、「環境
要因」、「寺院の状況」、「寺院の行動」のそれぞれが影響していることが確認できた。地域
の産業・経済の衰退や震災の被害といった「環境要因」や、檀家数、葬儀の回数、住職の
兼職の必要性といった「寺院の状況」は、一寺院において状況を変えることは困難な次元
の問題である。一方で、離郷した檀家や地域に対する取り組みといった、寺院の行動は個々
の寺院のおかれている状況によって一概に言うことはできないが、前者の二つの次元とは
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異なり、一寺院で取り組むことが可能なものと考える。
今回の分析では、離郷した檀家に対して法要の案内を送付していることと、寺院を地域
に開放していることが、檀家数の減少の軽減に有効である可能性を示している。離郷檀家
への通信機会として、法要の案内のほか、寺報、年賀状、年忌の案内が分析に含まれてい
たが、法要の案内のみが檀家数の増減に影響を示していた。このことは、法要の案内が他
の知らせ等に比べて、より檀家と寺院とを結び続けることに効果があることを示唆してい
る。寺院の地域への開放については、檀家に限らず広く地域に寺院を開放する学びや交流
機会の提供、場所の提供などが含まれるが、これらの実施が檀家数の減少の軽減に影響し
ていた。葬儀や法要の機会だけでなく、寺院が日常的に地域の中に溶け込み地域社会の一
部として機能することが、結果的に檀家の維持・増加につながることを示唆している。近
年、仏教寺院を社会関係資本と位置づけ、地域における役割を果たすことの重要性が議論
されているが 7 ）、本研究の結果はまさにそのことを支持するものとなった。
一方で、地域の産業・経済の衰退や震災の被害が、檀家数の減少に影響していることは、
当該地域に所在する寺院にとって大きな脅威であり、一寺院の取り組みでは改善すること
ができない、宗門全体の仕組みとして対応が求められる問題と思われる。前述したように、
宮城県の曹洞宗寺院は 8 割が農漁山村地域にあり、全体の 7 割が地域の産業・経済の衰
退、人口の減少が進む地域にあることから、地域特性からくる寺院運営への影響は今後ま
すます深刻になることが予想される。
最後に、過疎地寺院は、その 4 割以上が寺院運営を継続するうえで住職の兼職の必要性
があるとしている。また、このような寺院は、より檀家数の減少を経験しているという状
況にあることが本研究で明らかとなった。本学は、仏教者の養成とともに、福祉・医療・
教育と幅広く人材養成を行っていることから、僧侶の兼職を前提とした場合の、本学が貢
献しうる人材養成の在り方について検討することも重要な課題と思われる。
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